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１ はじめに 

地震動は震源特性・伝播経路特性・サイト特性で構成されている．昨今，特定サイトにおける耐震設計用

入力地震動策定に際し，固有の震源特性・伝播経路特性・サイト特性を考慮して作成する事例が増えつつあ

る 1)．著者らは，震度予測式についてもこれらの特性を考慮した式の開発を目指している．本検討では，サ

イト増幅特性による震度の増加量を定量的に把握することを目的に理論的検討を行った． 

２ 検討手法と解析結果 

計測震度 Iは観測波形をフィルター処理やベクトル合成処理を施した後，最終的に Kawasumi式 2)によって

算出される 3)ため，一般には「波形振幅が約 10倍大きくなると震度が 2大きくなる．」と考えられる．した
がって，地震観測記録から得られるサイトのスペクトル増幅特性（振幅部分） ( )fG のある周波数範囲（f1～

f2）における積分値を SE，すなわち 

∫= 2
1
f
f G(f)dfSE                           (1) 

とし，理論的検討から得られる震度増加量を TdI とすれば， 

bdISE T +×= 5.0log                   (2) 

なる関係が成立することが期待される．検討対象地点の SEと TdI の散布データを基に最小 2 乗法により式
(2)中の係数 bが求まり，これらの平均的な相関関係（図 2中，実線）が得られる．また，この平均的相関関
係との差（図 2中，○と実線の差）を求めることが可能である．ここで震度増加量は，ある入射波（その計
測震度を Iinとする）のフーリエ変換値にスペクトル増幅特性を乗じ逆変換することで，地表面応答波を得て，

この応答波の計測震度 oI との差（ inoT IIdI −= ）として算出される． 
検討対象地点は大阪府域の 18観測点である．各地点のスペクトル増幅特性は鶴来・ほかによる特性 4)を用

いた．スペクトル増幅特性の一例を図 1に示す．図中太線が平均値，細線が平均値±標準偏差である．地震
観測記録によるスペクトル増幅特性 ( )fG の着目周波数範囲 f1，f2は 0.4Hzから 10Hzの間で 0.1Hz刻みで設定
し，その組み合わせは 4,656通りである．4,656通りの周波数範囲に対して SEと TdI の散布データから式(2)
中の係数 bおよび平均的相関関係との差を算出し，その差の平均値 Dの小さいものから上位 10%以内のデー
タを抽出した．解析では 0.1Hz刻みで着目周波数を設定したが，細かい周波数刻みで検討することの必然性・
優位性が認められなかったため，ここでは順位 1位のケース以外は着目周波数が 0.5 Hzの倍数のケースを抽
出した．その結果，着目周波数範囲を 0.4～7.0Hzとした場合に平均的相関関係との差が最も小さくなること
が明らかとなった．ただし，着目周波数範囲を 0.5～7.0Hzとした場合でも，結果にはほとんど差が認められ
ないことも明らかとなった．この場合の震度増加量とスペクトル増幅特性の積分値の関係を図 2(1)に示す．
また，着目周波数範囲を 2.0～3.5Hzとした場合の両者の関係も図 2(2)に示す．この周波数範囲は差の平均値
が小さいものから上位 441位（上位 9.47％）に相当している．これより，上位 10%程度に相当する周波数範
囲では，平均的相関関係との差がやや大きくなっていることがわかる．アンケート震度調査から得られるサ 
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イト増幅特性指標と観測記録から得られるサイト増幅特性を比較した結果では最適周波数範囲が 0.5～9.0Hz
とされており 5)，今回得られた周波数範囲（0.5～7.0Hz）はこの結果と概ね対応している． 
３ おわりに 

サイト増幅特性による震度の増加量を定量的に把握することを目的に，地震観測記録から得られるサイト

のスペクトル増幅特性と理論的検討から得られる震度増加量との比較を行なった．その結果，観測記録から

得られるスペクトル増幅特性の 0.5～7.0Hzに着目した場合，理論的検討による震度増加量と良く対応するこ
とが明らかとなった．得られた結果は合理的な震度予測式を開発する上で有益な情報をもたらすものと考え

られる． 
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